















































































審査委員：主査  森地 茂 
委員  上田 孝行 
委員  八田 達夫 
委員  大山 達雄 
委員 伊藤 大一 
委員 林山 泰久（東北大学） 
 
本論文の最終報告に引き続き、平成 20年 3月 18日（火）午後 4時から審査委員会が開
催された。審査委員は森地茂教授（主査）、上田孝行客員教授（副指導）、八田達夫教授、
大山達雄教授、伊藤大一教授、林山泰久教授（東北大学）の 6名であり、本論文について
以下のような意見が出された。 
 
1. 公共事業評価に CVMを適用する際の集計範囲に着目した本邦初の研究である。公共
事業評価手法の発展経緯を詳細にレビューし、CVM適用の必要性を示した上で集計
範囲設定の具体的方法を提示しており、学術的価値のみならず政策提言としての実
用的価値も高い。 
2. CVMの集計範囲設定方法の仮説を提示した上で、その有用性を検証しており、分析
は科学的である。また、文章も読みやすく、論文作成能力・教授能力が十分にある
ことが証明されている。ただし、論文投稿実績を補強することが望ましい。 
3. 章構成に関して、第 2章は論文成果の応用に当たる部分であり、後方に移動させた
方がよい。また、論文のタイトルが冗長であるので、英語にすることも念頭に見直
した方がよい。 
4. 行政単位で事業費の負担がなされる一方で便益の帰着範囲がそれを超える場合の考
え方について詳述した方がよい。また、ヘドニックアプローチ等の顕示選好法によ
る検証が今後の課題であることについても加筆した方がよい。 
5. 英国におけるインスペクターの充実が政策的な解決策として有用である点について、
加筆するとよい。 
 
上記のコメントに対して、論文の修正を行い、主査の最終確認を得た上で博士論文最終
版として提出させるとともに、別途、対外投稿用論文を作成・投稿させることにした。審
査委員全員がこのような手続きを経ることを合意し、本論文が本学博士論文として妥当で
あると結論づけた。 
